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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標

等の推移については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

４. 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため記載して

おりません。 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

売上高（千円） 1,587,187 1,540,385 1,652,072 3,459,491 3,718,916 

経常利益（千円） 165,978 144,498 157,948 340,056 352,239 

中間（当期）純利益（千円） 86,410 80,550 86,652 171,698 192,752 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 540,875 540,875 540,875 540,875 540,875 

発行済株式総数（株） 4,800 9,600 9,600 4,800 9,600 

純資産額（千円） 1,489,880 1,629,652 1,800,463 1,575,011 1,746,458 

総資産額（千円） 2,135,840 2,113,907 2,425,845 2,602,164 2,249,081 

１株当たり純資産額（円） 310,391.74 169,755.42 187,548.30 327,710.68 181,922.81 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
18,002.26 9,766.59 9,026.29 35,353.80 21,586.44 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ － － 5,000 3,500 

自己資本比率（％） 69.8 77.1 74.2 60.5 77.7 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
382,852 -125,788 761,088 491,892 -492,105 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
-17,257 -13,992 -84,806 -32,087 -62,644 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
-29,735 -29,969 -36,233 -35,890 -36,095 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
955,832 874,136 1,093,091 1,043,887 453,042 

従業員数（人） 

(ほか、平均臨時雇用者数) 

95 

(19) 

105 

(20) 

113 

(11) 

98 

(22) 

103 

(24) 



２【事業の内容】 

  当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 当社では、事業別には雑誌事業とインターネット事業、及び地域情報紙事業に分けられ、事業部門別の従業員数

を示すと次のとおりであります。 

 （注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(2）労働組合の状況 

    労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年6月30日現在

事業部門別 従業員数（人） 

雑誌事業 57(4)  

インターネット事業 27(1)  

地域情報紙事業 24(6)  

 管理部 5(0)  

合計 113(11)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

出版業界における当中間会計期間の状況ですが、雑誌における広告出稿は、メディアの多様化により決して楽観視で

きるものではありません。出版物の販売高（雑誌、書籍等の販売マーケット）においても平成１６年度は書籍部門でわ

ずかながら増加いたしましたが、翌年以降再びマイナス成長となり、雑誌部門においては８年連続のマイナス成長が続

いております。また、インターネットや携帯電話等の普及で情報取得手段が多様化し、ユーザーは溢れる情報の中から

自分の嗜好性にあったものだけを厳選して取得する傾向がより強くなってきているものと思われます。 

このような状況のもと、当社は女性向け情報誌「オズマガジン」と女性向けウェブサイト「オズモール」を中心とし

た「オズ」ブランドの強化を継続してまいりました。フリーマガジンの分野でも新メディアを投入し他社との差別化に

注力してまいりました。会員数が50万人を超える女性向けウェブサイト「オズモール」においては広告収入以外にも、

厳選した有名ホテル、温泉、レストランを掲載し、その施設へ予約送客を行うコンテンツの掲載店舗数の増強に注力し

てまいりました。また、書籍販売においてはケータイ小説という言葉を定着させる新作品が発行され当中間会計期間に

おける当社の売上に貢献いたしました。 

このような営業活動の結果、当中間会計期間における業績は、売上高16億52百万円（前年同期比7.3％増）、営業利益1

億49百万円（前年同期比7.6％増）、経常利益1億57百万円（前年同期比9.3％増）、中間純利益は86百万円（前年同期

比7.6％増）となりました。 

□雑誌事業 

  雑誌事業においては、情報雑誌、フリーマガジン、書籍などを中心に事業を展開してまいりました。東京メトロの駅

構内でのみ無料配布する「メトロミニッツ」も一般ユーザー（特に20～30代の都心に勤める社会人）に深く浸透し、ク

ライアント数も増加してきております。また、今年５月には「メトロミニッツ」の父親版として、５０代を読者ターゲ

ットとした「ゴールデンミニッツ」を東京メトロにおけるフリーマガジンとして創刊しました。 

また、前期から引き続き発行しているケータイから発生した小説「天使がくれたもの」（Ｃｈａｃｏ著）シリーズも３

冊が発行されました。この書籍部門においては昨年同時期ほどの売上貢献にはなりませんでしたが、継続的なヒットが

販売売上高に貢献しております。このような営業活動の結果、雑誌事業における売上高は10億49百万円（前年同期比

3.0％減）となりました。 

 □インターネット事業 

  インターネット事業においては、「オズモール」（50万人会員）内におけるタイアップ広告などの企画商品に注力

し、他サイトとの差別化を図ってまいりました。また、従来のウェブ上の広告商品に加えて女性に人気のある高級ホテ

ルや温泉宿を予約できるコンテンツの商品の拡充に注力し、ヘアサロン、レストラン、スクールなどと領域を広げてい

き、同時に各コンテンツにおける提携店舗数の増加においても積極的に行ってまいりました。また、携帯電話のサイト

運営も手がけており着実に売上を伸長させてまいりました。このような営業活動の結果、インターネット事業における

売上高は3億83百万円（前年同期比41.1％増）となりました。 

 □地域情報紙事業 

地域情報紙事業においては、東京都江戸川区で発行している“クーポン券”がついている無料地域情報紙「アエル

デ」（月１回発行）の広告営業を継続してまいり、地元ユーザーに深く根付いた情報発信を継続して行ったことによ

り、クライアント数も順調に伸長しております。平成17年5月に新エリアでの発行となった「江東南版」も今期に入っ

て確実に売り上げを伸ばしており、今年の7月には別の新エリアである「浦安・行徳版」を創刊する事ができました。

このような営業活動の結果、地域情報紙事業における売上高は2億18百万円（前年同期比17.7％増）となりました。 



（2）キャッシュ・フロー 

  当中間期における現金及び現金同等物は、期首残高4億53百万円に対して6億40百万円増加し、期末残高は10億93百万

円となりました。当期における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期における営業活動によるキャッシュ・フローは、7億61百万円の収入（前年同期は１億25百万円の支出）と

なりました。これは主に、税引前中間純利益1億59百万円を計上し、売上債権やたな卸資産の大幅な減少や仕入債務の

増加などが発生した事によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期における投資活動によるキャッシュ・フローは、84百万円の支出（前年同期は13百万円の支出）となりまし

た。これは主に固定資産の新規取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期における財務活動によるキャッシュ・フローは、36百万円の支出（前年同期は29百万円の支出）となりまし

た。これは主に配当金の支払と借入金の返済によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は売上の大半を見込生産で行っているため、受注状況の記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

  当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

    該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

    該当事項はありません。 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

雑誌事業（千円） 1,295,328 100.6 

インターネット事業（千円） 383,717 141.1 

地域情報紙事業（千円） 218,785 117.7 

合計（千円） 1,897,831 108.8 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

雑誌事業（千円） 1,049,569 97.0 

インターネット事業（千円） 383,717 141.1 

地域情報紙事業（千円） 218,785 117.7 

合計（千円） 1,652,072 107.3 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 10,400 

計 10,400 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年6月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年9月25日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,600 9,600 ジャスダック証券取引所 － 

計 9,600 9,600 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年1月１日～

平成18年6月30日 

  

－ 9,600 － 540,875 － 536,125 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年6月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スターツコーポレーション株式会

社 
東京都中央区日本橋3-3-9 4,664 48.6 

スターツアメニティー株式会社 東京都江戸川区春江町4-5-9 2,240 23.3 

株式会社ウィーブ 東京都江戸川区中葛西3-37-4 400 4.2 

村石久二 千葉県市川市相之川4-3-3 260 2.7 

スターツホーム株式会社 
東京都江戸川区西葛西6-18-10 

SKセントラルビル４階 
200 2.1 

スターツ商事株式会社 千葉県市川市行徳駅前2-12-9 200 2.1 

島田優 東京都江戸川区南葛西2-18-2-305 71 0.7 

スターツ出版従業員持株会 東京都中央区日本橋3-3-9 70 0.7 

谷口悌一 
滋賀県彦根市外町193-1サンシャイン

彦根201 
60 0.6 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 58 0.6 

計 － 8,223 85.7 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  9,600      9,600 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 9,600 － － 

総株主の議決権 － 9,600 － 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 915,000 730,000 590,000 668,000 561,000 520,000 

最低（円） 623,000 398,000 475,000 535,000 479,000 464,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

   なお、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）

及び当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）の中間財務諸表について、監査法人日本橋事務所

により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  874,136   1,093,091   453,042   

２．売掛金  895,656   977,145   1,449,539   

３．たな卸資産  109,831   49,461   101,036   

４．その他  43,551   37,879   36,117   

５．返品債権特別勘定  -45,903   -47,724   -47,907   

６．貸倒引当金  -1,074   -1,023   -3,437   

流動資産合計   1,876,196 88.8  2,108,829 86.9  1,988,390 88.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１  66,697 3.1  78,000 3.2  87,130 3.9 

２．無形固定資産   25,605 1.2  95,032 3.9  30,074 1.3 

３．投資その他の資産           

(1).投資有価証券  79,688   89,060   87,454   

(2).差入保証金  49,591   49,771   49,641   

(3).繰延税金資産  16,028   5,051   6,290   

(4).その他  100   100   100   

投資その他の資産
合計   145,408 6.9  143,983 5.9  143,486 6.4 

固定資産合計   237,710 11.2  317,015 13.1  260,690 11.6 

資産合計   2,113,907 100.0  2,425,845 100.0  2,249,081 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  282,378   352,706   269,047   

２．短期借入金  9,000   －   3,000   

３．未払金  42,544   56,796   59,728   

４．未払法人税等  49,366   74,709   8,482   

５．賞与引当金  14,000   15,000   14,000   

６．返品調整引当金  27,887   54,806   88,478   

７．その他  25,224   47,002   36,234   

流動負債合計   450,400 21.3  601,020 24.8  478,971 21.3 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  33,854   24,360   23,651   

固定負債合計   33,854 1.6  24,360 1.0  23,651 1.0 

負債合計   484,255 22.9  625,381 25.8  502,622 22.3 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   540,875 25.6  － －  540,875 24.0 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  536,125   －   536,125   

資本剰余金合計   536,125 25.4  － －  536,125 23.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  540   －   540    

２．任意積立金           

特別償却準備金  5,748   －   5,748   

３．中間（当期）未処
分利益  544,486   －   656,688   

利益剰余金合計   550,774 26.0  － －  662,976 29.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,877 0.1  － －  6,482 0.4 

資本合計   1,629,652 77.1  － －  1,746,458 77.7 

負債・資本合計   2,113,907 100.0  － －  2,249,081 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                 

 １．資本金   － －  540,875 22.3  － －

２．資本剰余金              

(1)資本準備金  －     536,125     －     

資本剰余金合計   － －  536,125 22.1  － － 

３．利益剰余金           

（1）利益準備金  －   540     

（2）その他利益剰余
金           

任意積立金  －   3,818   －  

  繰越利益剰余金  －   711,670   －  

  利益剰余金合計    － －   716,029 29.5   － －

株主資本合計   － －  1,793,029 73.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                 

 １．その他有価証券評
価差額金   －    7,434    －   

  評価・換算差額等合
計   － －  7,434 0.3  － － 

純資産合計   － －  1,800,463 74.2  － － 

負債・純資産合計   － －  2,425,845 100.0  － － 



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,540,385 100.0  1,652,072 100.0  3,718,916 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,064,710 69.1  1,126,214 68.2  2,457,375 66.1 

売上総利益   475,675 30.9  525,857 31.8  1,261,540 33.9 

返品調整引当金戻入   149,528 9.7  88,478 5.4  149,528 4.0 

返品調整引当金繰入   27,887 1.8  54,806 3.3  88,478 2.4 

差引売上総利益   597,316 38.8  559,529 33.9  1,322,590 35.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   458,165 29.7  409,823 24.8  974,749 26.2 

営業利益   139,151 9.0  149,706 9.1  347,841 9.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１  7,020 0.5  8,266 0.5  7,697 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,673 0.1  24 0.0  3,299 0.1 

経常利益   144,498 9.4  157,948 9.6  352,239 9.5 

Ⅵ 特別利益 ※３  1,122 0.1  1,995 0.1  － － 

Ⅶ 特別損失 ※４  813 0.0  418 0.0  1,689 0.0 

税引前中間(当期)
純利益   144,807 9.4  159,525 9.7  350,549 9.4 

法人税、住民税及
び事業税  45,461   73,036   125,000   

法人税等調整額  18,796 64,257 4.2 -163 72,873 4.4 32,797 157,797 4.2 

中間（当期）純利
益   80,550 5.2  86,652 5.2  192,752 5.2 

前期繰越利益   463,936   －   463,936  

中間（当期）未処
分利益   544,486   －   656,688  

           



      ③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年1月1日 至平成18年6月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 任意積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

（千円） 
540,875 536,125 536,125 540 5,748 656,688 662,976 1,739,976 

中間会計期間中の変動額         

任意積立金の取崩（千円）         △1,929 1,929 － － 

剰余金の配当（千円）           △33,600 △33,600 △33,600 

中間純利益（千円）           86,652 86,652 86,652 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

（千円） 

                

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － △1,929 54,982 53,052 53,052 

平成18年6月30日 残高 

（千円） 
540,875 536,125 536,125 540 3,818 711,670 716,029 1,793,029 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高 

（千円） 
6,482 6,482 1,746,458 

中間会計期間中の変動額    

任意積立金の取崩（千円）     － 

剰余金の配当（千円）     △33,600 

中間純利益（千円）     86,652 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

952 952 952 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
952 952 54,004 

平成18年6月30日 残高 

（千円） 
7,434 7,434 1,800,463 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純利益 

 144,807 159,525 350,549 

減価償却費  16,313 24,435 39,222 

固定資産除却損  813 418 1,689 

貸倒引当金の増減額  -404 -2,414 1,958 

賞与引当金の増減額  -1,000 1,000 -1,000 

退職給付引当金の増
減額 

 5,093 709 -5,110 

返品債権特別勘定の
増減額 

 -1,122 -183 880 

返品調整引当金の減
少額 

 -121,640 -33,671 -61,049 

受取利息及び受取配
当金 

 -6,285 -7,230 -6,446 

支払利息  148 6 220 

売上債権の増減額  337,024 472,393 -216,858 

たな卸資産の増減額  -39,604 51,575 -30,808 

その他の資産の増加
額 

 -1,211 -1,012 -1,201 

仕入債務の増減額  -164,485 83,658 -177,815 

未払金の増減額  -153,295 695 -136,868 

未払消費税の増減額  -12,335 5,304 -9,323 

役員賞与の支払額  -2,000 － -2,000 

その他の負債の増加
額 

 8,501 5,463 17,296 

小計  9,316 760,675 -236,665 

利息及び配当金の受
取額 

 6,285 7,230 6,446 

利息の支払額  -148 -6 -220 

法人税等の支払額  -141,242 -6,809 -261,665 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 -125,788 761,088 -492,105 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

投資有価証券の売却
に伴う収入 

 10,000 － 10,000 

有形固定資産の取得
による支出 

 -21,429 -19,329 -62,123 

無形固定資産の取得
による支出 

 -2,563 -65,347 -10,470 

その他  － -129 -50 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 -13,992 -84,806 -62,644 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

長期借入金の返済に
よる支出 

 -6,000 -3,000 -12,000 

配当金の支払額  -23,969 -33,233 -24,095 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 -29,969 -36,233 -36,095 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

 -169,751 640,048 -590,845 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 1,043,887 453,042 1,043,887 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 874,136 1,093,091 453,042 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

１．関係会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)有価証券 

１．関係会社株式 

同左 

(1）有価証券 

１．関係会社株式 

同左 

 ２.その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

２.その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

２.その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格に基づ

く時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2)たな卸資産 

製品 

総平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

製品 

同左 

(2)たな卸資産 

製品 

同左 

 仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

ソフトウェアについては社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

  

― 

 新株発行費  

 支出時に全額費用として処理してお

ります。  

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権等の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸倒

実績繰入率により、貸倒懸念

債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上して

おります。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

 (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (4)返品調整引当金 

返品調整引当金は製品（書籍

等）の返品による損失に備え

るため、書籍等の出版事業に

係る売掛金残高に一定期間の

返品率及び売買利益率を乗じ

た額を計上しております。 

(4)返品調整引当金 

同左 

(4)返品調整引当金 

同左 

 (5)返品債権特別勘定 

返品債権特別勘定は製品（雑

誌）の返品による貸倒損失に

備えるため、雑誌（定期刊行

物）の出版事業に係る売掛金

残高に一定期間の返品率を乗

じた額を計上しております。 

(5)返品債権特別勘定 

同左 

(5)返品債権特別勘定 

同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許現金及び随時引き出し可能な

預金を計上しております。 同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており

ます。なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日 

前事業年度 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

 ＿＿＿＿＿＿＿ 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日）を適

用しております。これによる損益に与

える影響はございません。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号 平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第8号 平成17

年12月9日）を適用しております。な

お、従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,800,463千円であり、この適用

による増減はありません。 

 ＿＿＿＿＿＿＿ 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

   （中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間 （自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  ２．配当に関する事項 

項目 
前中間会計期間 

（平成17年６月30日） 
当中間会計期間 

（平成18年６月30日） 
前事業年度 

（平成17年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
103,794千円 130,604千円 121,509千円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．営業外収益の主要項目    

 

受取利息 72千円

受取配当金 6,212千円

受取利息   1千円

受取配当金    7,228千

円

受取利息 74千円

受取配当金    6,371千

円

※２．営業外費用の主要項目    

 支払利息 148千円 支払利息    6千円 支払利息    220千円

※３．特別利益の主要項目    

 
返品債権特別 

勘定戻入益 

1,122千円 貸倒引当金戻入益 

  

1,812千円   

  

 －

※４．特別損失の主要項目    

 
固定資産除却損 813千円 固定資産除却損    418千円 固定資産除却損    1,689千

円

 ５．減価償却実施額    

 

有形固定資産 11,081千円

無形固定資産 5,232千円

  

有形固定資産   14,777千

円

無形固定資産    9,658千

円

  

有形固定資産   29,128千

円

無形固定資産   10,093千

円

       

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 9,600 － － 9,600 

合計 9,600 － － 9,600 

自己株式     

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月23日 

定時株主総会 
普通株式 33,600 3,500 平成17年12月31日 平成18年３月24日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

は、中間貸借対照表に掲記されてい

る現金及び現金同等物残高と一致し

ております。 

同左 現金及び現金同等物の期末残高は、

貸借対照表に掲記されている現金及

び現金同等物残高と一致しておりま

す。 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（リース物件の所有が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引） 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

車両及
び運搬
具 

6,548 3,854 2,694 

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

車両及
び運搬
具 

16,681 4,846 11,834 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

車両及
び運搬
具 

12,760 4,955 7,804 

 ２．未経過リース料期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

 １年内 1,967千円

１年超 1,347千円

 合計 3,315千円

１年内     2,809千円

１年超      9,395千円

 合計     12,205千円

１年内      2,157千円

１年超      5,769千円

 合計      7,926千円

 ３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息等相当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息等相当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息等相当額 

 支払リース料 1,860千円

減価償却費相当

額 
921千円

支払利息等相当

額 
176千円

支払リース料  2,622千円

減価償却費相当

額 
1,511千円

支払利息等相当

額 
   296千円

支払リース料  3,916千円

減価償却費相当

額 
2,022千円

支払利息等相当

額 
  394千円

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

 ５．支払利息等相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息等相当額とし、各期への配

分方法については利息法によ

っている。 

５．支払利息等相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息等相当額とし、各期への配

分方法については利息法によ

っている。 

５．支払利息等相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息等相当額とし、各期への配

分方法については利息法によ

っている。 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

（当中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

 

前中間会計期間末（平成17年６月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 26,523 29,688 3,166 

(2)債券    

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

合計 26,523 29,688 3,166 

 
前中間会計期間末（平成17年６月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券  

非上場株式 5,000 

 

当中間会計期間末（平成18年６月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 26,523 39,060 12,537 

(2)債券    

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

合計 26,523 39,060 12,537 

 
当中間会計期間末（平成18年６月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券  

非上場株式 5,000 



（前事業年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）、当中間会計期間（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日）及び前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）、当中間会計期間（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日）及び前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

関連会社につきましては、利益基準及び剰余金基準からみて重要性に乏しいため記載しておりません。 

 

前事業年度（平成17年12月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 26,523 37,454 10,931 

(2)債券    

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

合計 26,523 37,454 10,931 

 
前事業年度（平成17年12月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券  

非上場株式 5,000 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 169,755.42円

１株当たり中間純利益 9,766.59円

１株当たり純資産額 187,548.30円

１株当たり中間純利益   9,026.29円

１株当たり純資産額 181,922.81円

１株当たり当期純利益  21,586.44円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

当社は、平成17年2月21日付で株式１

株につき２株の割合で株式分割を実

施しました。 

なお、前期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定した場合における（１株

当たり情報）の各数値はそれぞれ以

下のとおりであります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資
産額 
155,195円87銭 

１株当たり純資
産額 
163,855円34銭 

１株当たり中間
純利益 
9,001円13銭 

１株当たり当期
純利益 
17,676円90銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 80,550 86,652 192,752 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
80,550 86,652 192,752 

期中平均株式数（株） 8,247.51 9,600.00 8,929.32 



（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第23期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月24日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年９月22日  

スターツ出版株式会社    

 取締役会   御中  

 監査法人 日本橋事務所  

 代表社員  公認会計士 黒田 克司  印 

 業務執行社員  公認会計士 木下 雅彦  印 

 業務執行社員  公認会計士 瀨川 則之  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

スターツ出版株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第２３期事業年度の中間会計期間

（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、スターツ出版株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年９月22日  

スターツ出版株式会社    

 取締役会   御中  

 監査法人 日本橋事務所  

 代表社員  公認会計士 黒田 克司  印 

 業務執行社員  公認会計士 木下 雅彦  印 

 業務執行社員  公認会計士 小倉 明   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

スターツ出版株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第２４期事業年度の中間会計期間

（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、スターツ出版株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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